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論 文 内 容 の 要 旨 
Ⅰ 
 流通・商業分野において「まちづくり」が無視しえない最重要課題として眼前にある。このような現実への
認識をもって本稿が根本問題として設定したのは、その「まちづくり」がいわゆる「商業」としての商店街と
どのような関係にあるのか、ということであった。すなわち、商店街においてまちづくりと商業振興とが両立
するものなのかということである。そこで、本稿では商店街の組織的側面をとおして接近することにした。な
ぜなら、まちづくりへの取り組みといったとき、通常それは地域という総体的な問題であることから、基本的
には個店をこえた組織としての対応が中心となるからである。 
 以上の問題に対する本稿の結論とは、「商業振興を求めたまちづくりは困難であるが、まちづくりを求めた商
業振興は成り立つ」ということであった。以下、それについて述べる。 
 
Ⅱ 
 第Ⅰ部（第１章～第３章）では戦前の商業組合法から戦後の商店街振興組合法にかけての組織化政策につい
ての歴史を述べる。すなわち、もともと商店街における組織化の根拠は１）「経営合理化のための組織化」に限
定されていた。それが、現在では「まちづくり３法」のように２）「地域の向上に貢献するための組織化」の根
拠が強調されるようになっているわけであるが、当然、それが突如としてあらわれたわけではない。つまり２）
はいかにしてあらわれたのかを組織化政策の歴史から捉えた。その歴史をながめることで、商店街に地域的側
面があることが確認された。また、商店街における組織化政策の歴史は、政策上にその側面の位置づけをえる
取り組みの歴史でもあり、それは常に現場からの運動であった。商店街振興組合法は商店街の地域的側面を制
度的に明示化した最初の政策であり、その意味で商店街組織化の展開基盤でもあった。 
 そして、第Ⅰ部で確認された地域的側面とは具体的にどのようなものかをみるため、第Ⅱ部では商店街にお
ける実際のまちづくり活動を取り上げた。そこでみられた戦前・戦後の名古屋の事例はまさに本稿の結論で示
されたものであった。その事例は、一面では純粋な「商業」としての商店街商業者から「まちづくり」の主体
としての商業者への変容プロセスであった。また、それは決して容易に達成されたのではなく、あらゆる取り
組みをして、内部に激しい対立を抱え、そして長い時間をかけながら成し遂げられたものであった。そのなか
で地域を無視しての繁栄はないとの思い・行動となり、地域における商店街へと変容していった。 
 たしかに「まちづくり」と「商業」は抽象的レベルでは矛盾の関係にあるかもしれない。しかし、「まちづく
り」は決してそのレベルだけで議論されるものではない。いかに抽象次元で捨象された側面を拾い集めて接点
を探し出すか、ということが重要である。 
 都市計画家の石川栄耀（第４章）が都市と商業の接点を見出した取り組みは、まさにそれであったというこ
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とができる。すなわち、暗黙裡に抽象化されていたものを現実次元で捉えかえすことで、具体的な活動につな
げていったということである。抽象レベルで代替関係にあるものが、具体レベルであらためて捉えかえすこと
で補完関係でもありうるということである。「まちづくり」とはあくまで「現実」の問題であり、したがってま
ずこのような作業の積み重ねが必要ということである。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、商店街の組織化政策の歴史をたどりながら、商店街が地域社会あるいはまちづくりとどのように
関わることができるのか、その可能性を実証的に問いかけたものである。 
 まず序章で簡単な問題提起を行った後、第１部「商店街組織化政策の連続と断絶」では戦前にはじまる商店
街の組織化政策の歴史をふり返る。昭和初期の不況の中で、反百貨店運動の動きは中小小売商の主体的能力を
求める組織化運動につながる。それは現場からの要求にも関わらず、業種別組合を想定した商業組合法として
制度化される過程が明らかにされる（第１章）。商業組合は現場の要求と活動をふまえて商店街商業組合を積極
的に位置づける方向に転ずるが、その商店街商業組合も戦時体制下の物資別配給統制の中で事実上解体される
ことが示される（第２章）。戦後は再び業種別組合型の中小企業等協同組合法が準備されるが、1959 年の伊勢
湾台風によって、協同組合が地域を基盤とした災害復興には無力であることが露呈する。この問題に対処する
ため、1962年に商店街振興組合法が制定されるまでの過程が詳細に記述される（第３章）。 
 第２部「地域における商店街とまちづくり括動」では、わが国における都市計画の草分けともされる石川栄
耀の盛り場論と彼が名古屋で行った実践を詳細に跡づける。その中に、商業が都市の盛り場を構成する重要な
要素として位置づけられることを確認する（第４章）。次いで、名古屋市の大須商店街を事例として取り上げ、
それが商業を越えたまちづくり運動の中から再生する過程を豊富なインタビューを交えて明らかにする（第５
章）。その上で、まちづくりに関わる主体の多様性を問いかけ、まちづくりが商業の組織化政策の限界を飛び越
えたところに成立すると主張する（終章）。 
 本論文で扱っている問題は地域小売業が直面している最大の課題でもあるが、濵氏はそれを徹底的に実証す
る方法で接近している。中でも次の諸点は高く評価することができる。 
 第１に、本論文の第１部で扱われたテーマ、特に戦前期についてはかなりの研究蓄積があるが、濵氏は商店
街が流通政策の中に登場する契機を丹念に拾い出したほか、先進的な商店街括動の実際の取り組みを発掘して
いる。 
 第２に、戦後の商店街振興組合法の成立過程についてはこれまでまとまった研究がまったく行われていなか
ったところである。数少ない資料を丹念に発掘しながら、まちづくりの萌芽である地域商業政策を開く新たな
政策の誕生過程を明らかにした。 
 第３に、商業論の枠にとどまらず、商業の現場に多大の影響を与える都市計画の分野に関心をひろげ、その
草分けとされる石川栄耀の理論と実践を商業との関わりの中から位置づけ評価した。これはまちづくりが現場
における総合的な実践であることを強く語りかけるものとなっている。 
 第４に、大須商店街が戦後の衰退の中から立ち上がり、その後今日まで隆盛を続けるきっかけとなった取り
組みと組織を詳細に分析し、そこから商店街組織とまちづくり組織の接点を模索しようとした。 
 特に商店街とまちづくり組織の関わりは今日なお重要な課題として残されており、この研究においてもなお
あいまいさを残している。しかし、これは一人濵氏の問題というよりも、この問題に関わるものが等しく直面
する問題でもある。今後さらに解明しなければならない課題は多くあるが、上記の点で本論文が果たした貢献
は大きく、審査委員会は全員一致して、本論文が博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
 
